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当法律事務所の報酬についてのご説明

山元浩法律事務所
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弁護士報酬は、平成１６年４月１日まで各弁護士会が定める弁護士報酬規定（会規）に従

い、一律に定められていました。

しかし、平成１６年４月１日からは、同規定が撤廃され弁護士各自が自由に弁護士報酬を

定めなければならないことになりました。

もっとも、長年にわたり弁護士報酬規定に従い弁護士報酬を定めていた経緯から、現在で

も多くの法律事務所においては、従前の弁護士報酬規定に従い、弁護士報酬を定めています。

当法律事務所におきましても、以下のような弁護士報酬基準を設けています。

まず、弁護士報酬は大きく分けて次の３つに分類されます。

①着手金

②報酬金

③実費

①着手金について

着手金とは、事件の性質上、結果の成功不成功があるものについて、その結果にかかわら

ず受任時にお支払いいただくお金を意味します。

着手金は、弁護士が委任事務を処理するための、当面の費用となるものです。

そのため、着手金は受任時にいただき、たとえ結果が不成功に終わったとしても返金する

ことがありません。

②報酬金について

報酬金とは、結果が成功した場合に、その成功の程度に応じてお支払いいただくお金を意

味します。

一部勝訴であれば、その割合に応じて報酬金を算定することになります。

また、訴訟に至る前に交渉で決着がついた場合で、労力の程度が低かった場合は、訴訟の

結果で発生する報酬金に比べて減額することとします。

③実費について
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事件を処理する関係上、必要となる郵便切手、収入印紙、鑑定費用などの費用を意味しま

す。

通常、訴訟を提起する場合には、収入印紙及び郵便切手代金として数万円の実費がかかる

ことになります（但し鑑定を行う場合には、別途鑑定費用が加算されます。）。

上記３つの費用の他、出張を行う際の日当や書面作成を行う際の手数料なども存在します

が、具体的な費用につきましては、以下ご説明します。

なお、以下の算定基準により算出された金額には消費税を含みます。

民事事件の着手金、報酬金額は、得られる経済的利益の額に対して、次の表の割合を乗じ

た額とします。

得られる経済的利益の額とは、着手金算定段階では、原則として請求金額になります。

そして、報酬金算定段階では、原則としてお客様が実際に得られた金額になります。

つまり、３００万円の貸金返還請求を行った場合、着手金は３８万５０００円で、その結

果２００万円の勝訴判決を受けた（もしくは分割払いの和解が成立した）とすれば、報酬金

は２００万円の１６％である３２万円となります（いずれも消費税込み）。

２００万円回収すれば差し引き１２９万５０００円がお客様のお手元に入ることとなりま

す（実費が発生していれば、それも差し引かれせていただきます。）。
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経済的利益 着手金 報酬金

500万円以下の場合 ３８万５０００円 １６％

500万円を超え3000万 ６％又は３８万５０００円の １５％

円以下の場合 多い額

3000万円を超え１億円 ５％又は１８０万円の １４％

以下の場合 多い額

１億円を超える場合 ４％又は５００万円の １１％

多い額

＊消費税込みです

その他の事件については、次のような報酬基準とさせていただいております。

（１）離婚事件（離婚のみの場合）

着手金３３万円

報酬金２２～５５万円とさせていただきます。

（２）境界紛争

係争地の価格にかかわらず着手金４４万円（消費税税込み）

報酬金３０万円～６０万円とさせていただきます。

（３）保全・強制執行事件
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上記民事事件の着手金、報酬基準の２分の１とさせていただきます。

（４）破産事件

非事業者の自己破産事件

着手金２７万５０００円

報酬金はいただきません

※但し管財事件となった場合には、別途裁判所予納金（実費）が加算されます

事業者、法人の自己破産事件

着手金 １１０万円以上

報酬金はいただきません

（５）民事再生事件

非事業の個人再生

着手金３３万円（消費税込み）

報酬金３３万円（消費税込み）

事業者、法人の再生

着手金１ 1０万円以上（消費税込み）

報酬金 成功した場合長期の関係となりますので、顧問契約方式等協議させてください

（６）任意整理事件

着手金１社×２万円

報酬金１社×２万円＋減額分の１０％＋過払による取り戻し金の３０％

刑事事件

着手金３３万円以上（消費税込み）

報酬金２２万円以上（消費税込み）
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その他の費用

（１）法律相談料

３０分ごとに５５００円（消費税込み）

（２）内容証明郵便作成費用

１通につき３万３０００円～５万５０００円円（弁護士名を記載する場合・消費税込み）

（３）契約書、定款の作成、チェック

契約書作成１通につき５万５０００円～（ページ数、複雑性を考慮したうえ決定します）

契約書チェック１通につき３万３０００円～（同上）

（４）日当、旅費

半日で１万円以上と新幹線指定席料金等交通に必要な実費をもとに旅費、日当として協議

して決めさせていただきます。ちなみに広島の場合、旅費、日当込みで２万５０００円（消

費税込み）とさせていただいております。

（５）遺言書作成

１通につき１１～２２万円（消費税込み）

公正証書遺言の場合には、上記金額に５万５０００円加算

（６）後見等申立

３３万円（消費税込み）及び実費。

（７）顧問料

月額３万３０００円以上とさせて頂きます。但し、業務量次第では協議のうえ増・減額す

る場合があります。
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顧問契約について

弁護士の顧問契約とは、弁護士が主に法人又は個人事業主の顧問となり、適宜、法的アド

バイスや法的サービスを提供する契約をいいます。

イメージとしては、月々数万円で社外の法務部を設立するというものでしょうか。

法的トラブルは、不備のある契約書から発生することが多々見受けられます。事前に予防

法務を施すことにより、後の多額の損害賠償を防止することの重要性に、各企業が気づき始

めています。

前述しましたとおり、顧問契約の内容は、契約を締結する弁護士ごとに異なっているため、

以下、当事務所が顧問契約を締結する場合を前提にメリットをご説明します。

①原則として法律相談料が無料

私どもが、当事務所において口頭によって終了する通常の法律相談は無料となります。な

お、特別な調査を要する法律相談については、協議のうえ手数料を決めることになります。

②優先的に法的サービスが受けられる

顧問先の法律相談や事件処理については、優先的に取り扱わせていただきます。

トラブルは思いがけない時に起こります。そして、通常、トラブル処理には、迅速な対応

が求められます。しかし、トラブルが発生した後に法律事務所に飛び込みで相談を持ちかけ

たとしても、日常的に顧問先の情報を理解していなければ的確な回答ができるとは限りませ

ん。当然のことながら、顧問弁護士は優先的にトラブルの解決にあたることになります。ま

た、原則として依頼を断るということもありません。

顧問弁護士は、常日頃から顧問先の業務内容について精通しているため、迅速・適切な法

的サービスを提供することができます。

③弁護士費用が割り引かれる
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顧問先からのご依頼である場合、以下のとおり弁護士費用の減額を行います。

・法律相談料…原則無料

・契約書チェック…原則無料

・契約書作成…１通１万１０００円～（通常の料金から４万円減額します）

・内容証明郵便…１通１万１０００円～（通常の料金から２万円減額します）

・民事刑事事件…着手金報酬金とも、通常の料金から２０％減額します


